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はじめに

国際機関は，安全保障，軍縮，核不拡散，人権，人道，環境，開発援助，

国際通貨，金融，貿易，社会，学術・教育・文化，交通・通信・技術など

幅広い分野で，超国家的規模で活動し，国際社会で一定の役割を果たして

いる。グローバル基準・ガイドライン・政策の設定とその推進や監視で，

各国政府の法律・政策に与える影響は，決して小さくない。さらに，グロー

バル規模での情報収集や調査研究，それらをふまえての実践活動の推進は，

問題解決に貢献している。世界政府ではない国際機関の役割・活動に制約

はあるものの，国際機関には児童労働の現状や撤廃に向けての取り組みに

ついて膨大な知見が集積されている。国際機関とは，「複数国家により，共

通の目的達成のために，国際条約に直接基づいて設立された，主体性が認

められた」（横田編［２００６：３５］）常設機関である。本章では，グローバル規模

で活動する国際機関を中心に，その児童労働撤廃への役割を考察する。し

たがって，欧州連合（EU），国連地域（社会）経済委員会，地域開発銀行など

地域国際機関は，地域での影響力は大きいものの直接の対象にはしていない。

国際機関は，国際労働機関（ILO）および国際連合の関係条約に従い，子

どもの経済的搾取および有害な労働からの保護という，子どもの基本的人

権の確保を目的として，世界・地域・国・コミュニティレベルで，児童労

働撤廃活動を展開している。国際機関は伝統的アクターであるが，現在も

この活動の中心的役割を担っている。国際機関のなかでも，国際機関とし

て最初に取り組んだ ILOが中心的機関といえる。加えて，国連児童基金

（ユニセフ）や人権を擁護する国連の，とくに最悪の形態の児童労働の根絶

に向けて果たしている役割には大きいものがある。調査研究，教育に関連

しての世界銀行，教育分野での国連教育科学文化機関（ユネスコ），保健分

野で世界保健機関（WHO）の役割も指摘しておくべきであろう。

国際機関の活動は，大別して国際基準の策定・推進・監視を行う規範活

動（normative action）と国際基準を実現するための具体的活動である実践活

動（operational action）とがあるが，児童労働分野では，両者の活動が車の両
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輪となって，撤廃への国際的努力が続けられている。本章では，国際機関

の機能・役割について，１９９０年代以降新しい進展がみられる伝統的なアプ

ローチである規範活動と，新しく取り組まれることとなった実践活動双方

を検討する。

最初に指摘しておきたいのは，近年の児童労働撤廃をめぐる特徴は，人

権の重要性が再認識されたことであり，グローバル経済化の進展のなかで

の国際人権基準および中核的国際労働基準（１）の実効ある推進に大きな焦点が

当たっている。この点に関して，児童労働は国際的注目度が他の労働基準

に比べて大きいとはいえ，それ自身単独ではなく，中核的労働基準の４原

則のひとつとして取り上げられていることに注意を要する。

国際機関がもてる機能を効果的に果たすためには，活動を行うための資

金・人材が必要であることはもちろんであるが，取り組む問題についての

一定レベルの国際的認知と，それにともなう推進のプレッシャーが必要で

ある。そのため，メディアが果たす役割は大きいが，各国政府や市民社会

組織（Civil Society Organizations : CSO），社会的パートナー（労働者と使用者）

の役割は重要である。なお，ILOは，他の国連機関と異なり，政府だけでな

く，政府，労働者，使用者の三者が構成する機関であるので，労使ともに，

国際基準や政策にかかわる決定権者である。本章では，国際機関の構成員

の役割について直接考察は行っていないが，それらの役割についての理解

促進のためにいくつかの例を挙げる。政府については，１９９７年，オランダ，

ノルウェー政府が開催した国際会議から三国連機関合同の「児童労働を理

解すること」（Understanding Children’s Work : UCW）調査研究プロジェクト（２）

が誕生したり，２０１０年のオランダ政府主催（ILO協働）の児童労働世界会議

（ハーグ会議）で最悪の形態の児童労働撤廃のための工程表が合意され，国

連ミレニアム開発目標（MDGs）目標１（極度の貧困と飢餓の撲滅）のなかに

最悪の形態の児童労働の取り組みを盛り込むという成果をもたらしたこと

などが挙げられる。さらに，１９９２年，ドイツ政府の支援により ILO／児童労

働撤廃国際計画（International Programme on the Elimination of Child Labour :

IPEC）（３）が開始でき，近年は米国政府の相対的に大きな財政支援により児童

労働への取り組みを大きく前進させたことも挙げられる。労働組合につい

第２章 児童労働撤廃に向けての国際機関の役割

69



ていえば，１９世紀に児童労働法規制のキャンペーンを行うなど早くからこ

の問題に取り組んできた。さらに，近年では，ILO関係条約の批准キャンペー

ン，啓発・政策提言活動，プロジェクトの支援・実施など，労働組合の仕

事の世界でのユニークな知識・経験からの問題解決への貢献などが指摘で

きる。使用者は，この分野でのキープレイヤーの一員である。児童労働は

農業およびインフォーマル経済に決定的に多いものの，雇用関係のなかで

は子どもの不使用や児童労働からの引き離しなど使用者の役割がきわめて

重要であることは，論を待たない。加えて，使用者がプロジェクトの支援・

実施に果たす役割にも大きいものがある。近年は，企業の社会的責任

（Corporate Social Responsibility : CSR）に対する認識が高まり，撤廃への担

い手としての期待も高い。CSR発展の背景には，とくに西欧，北米の消費

者のキャンぺーンが影響を及ぼしている。１９９０年代には，ソーシャル・ラ

ベル（生産過程で児童労働不使用を保証するラベル）のパイオニアとして，ラ

グマークも登場し，児童労働撤廃に果たす消費者の役割が増大した。国際

非政府機関（NGO）は，国連機関の構成員ではないが，オブザーバーという

資格で，ロビー活動等を通じて国連機関の政策策定や基準設定およびそれ

らの推進に関与している。近年，国連は NGOの役割を積極的に評価し，た

とえば政府代表団への参加を促していることもあり，NGOの政策提言の役

割は増大している。児童労働の分野では，１９９８年初めに活動を開始した国

際 NGO「グローバル・マーチ」がよく知られている。ILO「最悪の形態の

児童労働条約」（第１８２号）の検討に影響を与え，その後ユネスコの「万人の

ための教育」（Education For All: EFA）の推進にも関与している。さらに，１８３９

年に創設された「反奴隷制インターナショナル」（Anti−Slavery International）

は，奴隷労働廃止の一環として児童労働撤廃に取り組み，長い歴史をもつ。

実践活動では，NGOを抜きには語れない。先見性や実行・機動力をもつNGO

が実践活動に果たしている役割は大きい。

現下の国際社会の児童労働撤廃への闘いの重点は，ILOが２０１６年と撤廃の

目標期限を定めた最悪の形態の児童労働である。最悪の形態の児童労働は，

危険有害業務を除き，通常の児童労働とはかなり異なる取り組みを行わな

いと実効が上がらない。したがって，本章では，近年注目されている，人
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身取引および子ども兵について，１節を起こして国際機関の新しいアプロー

チの一環として検討する。

第１節 伝統的な役割：規範活動の強化
――グローバル経済化の進展と人権の推進強化――

国際機関での最初の取り組みは，ILOから始まった。ILOは，創設年であ

る１９１９年の最初の条約のひとつとして就業の最低年齢を定める条約（第５号。

工業的企業のみ対象）を採択した。すなわち，経済搾取から子どもを守るた

めに，国際（労働）基準として児童労働を禁止したのである。当時すでに先

進国で，法規制が存在していたために，早い段階で国際基準が成立した。

いち早く１８世紀後半から産業革命が始まった英国では，貧しい家庭の子ど

もたちがきわめて非人間的な労働条件で工場や鉱山などで働かされたため

に，深刻な社会問題として認識されるようになり，１８３３年には児童労働を

禁止する工場法が制定され，（労働）法制度を通じての解決への取り組みが

始まった。このように，国際機関や国の伝統的・根幹的児童労働撤廃方策

は，（労働）法による規制である。

１．児童労働に関する国際基準

現在の主要な児童労働関係条約は，表１にみるとおりである。

本章でいう児童労働には，就業年齢（原則として１５歳。途上国では１４歳も可）

に達していない子どもの労働（ILO第１３８号条約）および１８歳未満の子どもが

行う最悪の形態の児童労働（ILO第１８２号条約）双方が含まれる。ILO児童労

働撤廃条約は，最初の第５号以降順次適用産業が拡大され，１９７３年に全産

業を対象とする「就業の最低年齢に関する条約」（第１３８号）が採択された。

しかし，児童労働は，国連「児童の権利条約」の採択（１９８９年），さらには

１９９０年代のグローバル化の進展が顕著になるまで，それほど注目されてい

ず，ILO条約の批准も遅々として進んでいなかった。条約批准に弾みがつく
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のは，１９９０年代後半である。日本も ILO第１３８号条約の批准は，２０００年であ

る。国連という圧倒的に知名度の高い国際機関が，子どもに特定した人権

を確保する国際基準をつくったことや，１９９５年国連社会開発サミット（４）以後，

ILOが中核的労働基準条約の批准キャンペーンを行ったことの効果は大きい

といえる。加えて１９９２年には，児童労働撤廃のみを目的とした実践活動，

すなわち IPECが開始されるに至った。これにより，児童労働の「可視化」

が図られ，その存在について途上国政府も含めた国際社会での認知度が高

まったことも影響していよう。ILO児童労働基本２条約の批准国数をみると，

第１３８号は１６５カ国（ILO加盟国中８９．２％），第１８２号は１７７カ国（同９５．７％）に

上っている（２０１３年１月１７日現在）。第１８２号は，未批准国が８カ国となり，

普遍的批准への期待は高い。両条約とも批准国がきわめて多いが，規制方

法は異なり，第１３８号は児童労働を禁止しているが，第１８２号では禁止・撤

廃のための即時・効果的な措置をとることを求めているため，第１８２号の方

国際機関 条約名 ILO条約番号 採択年

ILO 最低年齢（工業）条約 第５号 １９１９年

以後順次適用業種等の拡大の条約～海
上，農業，石炭夫及び火夫，非工業，
漁業員，坑内労働など。

１９２０～１９５９年

最低年齢条約～全業種に拡大 第１３８号 １９７３年

最悪の形態の児童労働条約 第１８２号 １９９９年

家事労働者条約（第３条第２項，第４条） 第１８９号 ２０１１年

このほか年少労働者について（深）夜
業の規制に関する条約がある。

第６号，第７９
号，第９０号

１９１９～１９４８年

国連 経済的，社会的及び文化的権利に関す
る国際規約（A規約）（第１０条第３項）

１９６６年

児童の権利条約（第３２条，第３８条） １９８９年

児童の売買，児童買春及び児童ポルノ
選択議定書＊

２０００年

武力紛争における児童の関与に関する
議定書＊

２０００年

通報手続きに関する選択議定書＊ ２０１１年

表１ 主要児童労働関係条約

（出所） 筆者作成。
（注） 条約は略称。児童労働のみを対象としない ILO条約および国連条約は関係条項を明記。
また，＊は，児童の権利条約の選択議定書である。
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がより批准しやすい。

冒頭で述べたとおり，児童労働の定義は条約で定められているが，大課

題を２点指摘しておきたい。ILO第１３８号条約は，雇用（employment）だけ

でなく，仕事（work）も対象にしている。この条約は，無報酬の仕事も含む

とともに，自営業主，家族従業者，インフォーマル経済にも適用される。

しかし，各国は労使団体と協議のうえ条約の適用産業・企業を限定するこ

とができる（第５条）ので，インフォーマル経済までカバーする国内法は少

ない。したがって，この条約の本来の目的達成のためには，労働法規制を

拡充強化するとともに，法規制を超える幅広い活動が必要である。もうひ

とつは，年齢にかかわる問題である。年齢と仕事の内容・形態が児童労働

となるかどうかの基準であるので，年齢証明が不可欠であるが，開発途上

国では出生登録がされていない子どもがかなりいる。ユニセフは，世界で

５１００万人の子どもが未登録と報告している（UNICEF［２００９：２４］）。年齢をめ

ぐる問題はもうひとつある。義務教育終了年齢が第１３８号条約にいう就業の

最低年齢を下回る国があり，児童労働を誘発しやすい教育制度があること

である。教育制度を改革する必要のある国がいまだ存在する。

国際労働法規制そのものについても，１９９０年代に入ると，グローバル化

の進展により労働市場，労働条件に負の影響を与えるという懸念が大きく

なるなかで，児童労働撤廃も含めた国際労働基準の効果的な実施が大きな

国際議論となった。この結果，中核的国際労働基準の効果的な実施のため，

新しいアプローチが模索され，定められることになる。

２．国連での中核的労働基準・人権の重視

国連，ILOともに，１９９０代から加速しているグローバル経済化への政策対

応の一環として，規範活動の重要性を再確認し，強化している。今千年紀

の幕開けに開かれた国連ミレニアム・サミット（５）では，グローバル経済化が

支配的なイシューであった。国連では，社会開発サミット（１９９５年），ミレ

ニアム・サミット（２０００年），世界サミット（２００５年）（６）と，近年元首・首脳

会議を５年ごとに開催し，今世紀最大の政策課題のひとつが「公正なグロー
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バル経済化」であることを確認し，尊重すべき基本的価値・原則として，

「児童労働撤廃」を含む中核的労働基準の重要性を再確認した。中核的国

際労働基準については，社会開発サミットで，関連条約の遵守推進をコミッ

トしている。国連では，とくに１９９０年代終わりからビジネス界に向けて人

権尊重を促進する取り組みの強化が目立っている。それが児童労働撤廃な

どの ILOの中核的労働基準の効果的実施を強く後押しし，取り組みの拡大・

充実に大きく寄与していると評価できる。国連の動きの背景には，西欧，

北米を中心とする児童労働で生産された製品の不買運動，ソーシャル・ラ

ベルなどの消費者運動の高まりがある。

また，国連の場では，国際貿易体制と人権の享受には避け難いリンクが

あるとして，貿易自由化は適正な保護と移行措置がないと，労働者の権利

等の人権に悪影響がもたらされ得ると警告している。しかし，一般特恵制

度（GSP）など人権達成のために貿易を利用することには課題があると指摘

している。その結果，国連では，人権を基礎にした貿易アプローチが提言

されている。すなわち，このアプローチは，個人やコミュニティを貿易法

の交渉・実施のプロセスに参加させることで，�男女，人種，皮膚の色，
言語，宗教等々に関する平等原則の尊重，�貿易規則・政策への人々の参
加の促進，�貿易規則・政策の人権へのインパクトの評価，�漸進的に人
権を実現する貿易自由化，�説明責任の推進，�CSRの推進，および�国
際協力・支援の奨励，などを含むものである。２０１１年１２月には，Olivier De

Schutter「食糧への権利国連特別報告者」が，すべての国が準備すべき協定

が人権条約からの義務と矛盾しないことを確保する，「貿易・投資協定の人

権へのインパクト評価に関する指導原則」（７）を人権理事会に提出している。

なお，米国，EUおよびカナダでは，労働条項に焦点が当てられているの

で，貿易と労働条項に関する数多くの研究があるが，労働条項の国際労働

基準確保に与える効果については，研究者の意見の一致はみられない。WTO/

GATT の諸規則には，貿易と人権のリンクについての明文の規定はないが，

GATT第２０条 e「刑務所労働で生産された製品の輸出制限可能条項」がある。

この規定の「ダンピング防止」の趣旨を考慮すると，同様の状況といえる

強制労働と児童労働について，理論上も，また実効性という観点からも，
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貿易基準への包含を認める余地があると考える。

国連では，人権機構の強化も図られている。１９９３年世界人権会議で採択

された「ウィーン宣言及び行動計画」（８）の勧告に基づき，同年１２月国連総会

決議（９）により人権高等弁務官が創設された。２００５年世界サミットでは，開発，

平和と安全，人権の相互関連性が確認され，人権の主流化が謳われて，国

連の人権機構をいっそう強化するため人権理事会の創設が合意された。こ

の結果，２００６年に，従来の人権委員会に代わって，国連総会の下部機関と

して人権理事会が設置され，すべての国の人権状況を普遍的に審査する枠

組みとして，普遍的・定期的レビュー（Universal Periodic Review : UPR）制

度が設けられるなど，機能についても強化された。

３．国連での子どもの権利の強化

国連は，１９８９年に総合的な「児童の権利に関する条約」（以下「子どもの権

利条約」と称する）を採択して以来，子どもの人権を強化している。同条約

は，米国，ソマリアおよび南スーダンを除き，全国連加盟国が批准してい

る（２０１３年１月８日現在）。２０００年には，表１にあるとおり，子どもの売買等

と武力紛争に関する２つの議定書が採択され，子どもへの著しい権利侵害

に対応する国際基準の策定という進展をみせた。議定書が対象とする子ど

もへの権利侵害の事象は，いずれも最悪の形態の児童労働に該当するが，

これらの児童労働については，ユニセフや国連など ILO以外の国際機関が

果たす役割が大きい。さらに，２０１１年１２月子どもの権利条約第３の選択議

定書が採択され，これにより個人通報制度（権利が侵害されたと主張する個人

からの申し立てに基づき委員会が権利侵害か否かを検討する制度）が確立され，

条約の監視機構が強化された。

４．ILOでの中核的労働基準の推進強化

（１）１９９８年 ILO宣言の採択――規範活動の新しいアプローチ――

１９１９年規範活動を基幹とする ILO創設の背景のひとつは，２０世紀初頭の
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欧州の貿易拡大で各国労働者の権利の擁護を国際的に行う必要性が認識さ

れたことにあり，現代と似たような状況があったといえる。１９９０年代に入

ると，グローバル経済化にともなう労働条件劣化についての懸念が増大し，

一国の施策だけでは効果的な対応が難しいとの認識が高まった。その結果，

貿易の自由化と投資・企業活動の国際化に対して国際労働基準を効果的に

適用する必要性が再認識され，国際規範の実効性を求める声が強くなった。

こうしたなかで，社会条項（国際労働基準を貿易協定に導入し，違反した場合

には何らかの制裁を課そうとするもの）が議論を呼んだが，１９９６年の世界貿易

機関（WTO）閣僚会議宣言で，中核的労働基準の遵守（保護主義的使用の拒

否および低賃金の比較優位を問題とすべきでないことにも言及）を盛り込むと同

時に，労働基準設定についての ILOの役割を確認・支持した。これを受け

て策定されたのが，１９９８年の ILO「仕事における基本的原則及び権利に関す

る宣言」（１０）（以下「９８年宣言」という）である。

９８年宣言は，中核的労働基準の遵守を目的としている。同時に，「国際労

働基準は保護主義的な貿易上の目的のために使用してはならないこと，お

よびどの国の比較優位も問題とされるべきではない」ことが確認された。

同宣言では，中核的労働基準４原則の実現のため，加盟国，ILOともに新し

いアプローチを導入した。加盟国については，基本的には条約を批准しな

ければ実現の法的義務を負わないのは従来同様であるが，一歩進んだのは，

加盟国はたとえ批准していなくても誠意をもって尊重，推進，実現する義

務を負うことを定めたことである。一方で，ILOも，加盟国の義務の実施や

尊重，推進，実現や経済・社会開発への援助を行うことが要請され，従来

なかった技術協力義務が課せられた。また，宣言には，２つのフォロー・

アップを定め，効果的な実施ができるよう工夫された。ひとつは年次報告

で，７人の著名な専門家・顧問により，未批准国からの情報を検討してい

る。もうひとつが，グローバル・レポートの発表である。４原則に関し，

毎年１原則ごとに取り上げることとされ，したがって１原則については４

年周期で作成される。グローバル・レポートは，基本的原則の動向，包括

的な概観を提供するとともに，ILOの支援効果を評価し，今後の技術協力の

優先事項を策定するための基礎を提供している。中核的労働基準を実現す
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るために一定の前進があったと評価できようが，国際労働基準の実現には

各国の ILO構成員の道義的責任に任されている。（２）でみるように，２０１０

年６月の ILO総会で，２００８年次ページに述べる「ILO宣言」のフォロー・

アップとの調整がなされ，今後は，４年ごとに全原則まとめて発表される

こととなった。

また，ILOは，１９９４年には理事会に国際貿易自由化の社会的側面作業部会

を設置し，以来現在まで議論を続けている。ILOでは，貿易関連メカニズム

を導入し，他国に国際貿易商品の児童労働使用に関してのアクションを誘

導させている国があるために，近年貿易自由化と国際労働基準の議論は再

び根拠を得ていると指摘しているものの，上記の経過から明白であるが，

ILO労働基準の実施と貿易制裁との議論は現在なされていない。貿易自由化

と労働市場，雇用との関連についての ILOと他の国際機関との共同研究は，

貿易・社会政策の整合性という観点から進められているが，経済危機のな

かで雇用に焦点があり，もはや児童労働が大きな焦点ではない。貿易と児

童労働に関する研究成果の例を挙げると，さらに権威ある調査研究が必要

としながらも，大多数の児童労働は輸出部門にいるのではなく，地域で消

費する製品・サービスと自給農業，都市インフォーマル・サービスおよび

家事労働サービスに見出されるので，１国だけでなく，国際貿易商品の世

界中の生産全体について児童労働に取り組む必要があるとしているものが

ある（ILO［２０１０a：７４―７５］）。

（２）ILOのグローバル化へのさらなる政策対応

ILOでは，１９９９年には仕事に関する権利を包含する包括的な「ディーセン

ト・ワーク」（働きがいのある人間らしい仕事）（１１）が，公正なグローバル化へ

のグローバル目標として掲げられるに至った（ILO［１９９９］）。今世紀に入っ

てからは，ILOは２００２年２月世界の各界からの有識者で構成する「グローバ

ル化の社会的側面に関する世界委員会」（フィンランドおよびタンザニア両大

統領が共同議長）を設置し，グローバル化の中心的視点を「人々」に向け直

す提言を検討した。同委員会は，２００４年２月には，公正なグローバル化の

一方策として世界経済において中核的労働基準と最低限の社会的保護を推
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進する措置を含む国内・国際的ガバナンスと説明責任を向上させるため，

整合性がある，調整のとれた一連の措置を提案した（ILO［２００４］）。２００８年

６月 ILO総会では，「公正なグローバル化のための社会正義宣言」（ILO

［２００８a］）が採択され，中核的労働基準の尊重，推進および実現を再確認し

ている。同宣言と１９９８年宣言のフォロ―アップとの重複を避けるために，

グローバル・レポートの作成が４原則まとめて４年に１回に改正され，初

の報告が２０１２年の総会に提出された（ILO［２０１２a，２０１２b］）。宣言は，加盟

国の道義的責任に委ねられるため，意識啓発もさることながら，効果的な

プレッシャーが必要で，消費者の行動などが重要となっている。

第２節 伝統的な規範活動
――国際基準の監視・人権特別報告者制度等――

１．国連の人権監視機構および特別報告者制度

子どもの権利条約の監視手続きは，条約批准国政府が国連に４年ごとの

報告義務を負い，政府報告審査が専門家で構成される国連「子どもの権利

委員会」で審査の後，勧告も含む最終見解が提出されるという仕組みになっ

ている。加えて，２０１１年１２月国連総会決議（１２）により採択された個人通報手

続き選択議定書に基づく個人通報制度がある。

このほかに，国連人権理事会の特別手続きとして，特別報告者が設けら

れている。最悪の形態の児童労働に関するものとして，「児童の売買，児童

買春及び児童ポルノ」（１９９０年設置），「現代の奴隷制」（２００７年設置）および

「人身取引」（２００４年設置）がある。「教育の権利」についても特別報告者が

任命されている（１９９８年設置）。「子どもと武力紛争」に関しては，安全保障

理事会に作業部会があるとともに，国連事務総長特別代表（１９９７年設置）が

任命されている。したがって，最悪の形態の児童労働については，国連の

人権，安全保障分野での取り組みも大きい。
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２．ILOの条約監視機構

（１）通常の条約監視機構

ILO条約も国連の人権条約と同様，条約の効果的実施のために，伝統的に

監視機構がある。ILOの条約に関する通常の監視過程を図示すると，図１の

とおりである。

政府は，批准した条約について，基本的原則・権利に関する８条約およ

び優先４条約は２年ごと，それ以外の条約は５年ごとに，ILOに実施措置を

報告する義務を負っている。したがって児童労働基本２条約については，

政府は２年ごとの報告義務がある。ILOへの政府報告について，政府は代表

的労使団体に送付義務がある。労使団体は政府報告にコメントすることが

できるほか，条約の適用状況について，ILOに直接意見を送ることもできる。

実際には，ILOへの直接意見提出が幅広く活用されている。条約勧告適用専

門家委員会（以下「専門家委員会」と略称する）は，国際労働基準の適用状況

に関する公平かつ技術的な評価を行う役割を担っており，政府報告および

労使意見を含め批准条約の適用状況を精査した後，２種類のコメント，す

図１ 通常の監視過程

（出所） 国際労働機関［２００６：７５］。
（注）「専門家委員会」とは，「条約勧告適用専門家委員会」のことである。
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なわち意見または直接請求を付す。専門家委員会は，コメントを含む年次

報告書を公表している。年次報告書は，ILO総会委員会に提出され，同委員

会は，一定数のケースについて検討し，判断（多くの場合は政府に改善を促す

勧告となる）を下す。総会委員会の検討と判断は，委員会報告書として公表

される。

（２）条約勧告適用専門家委員会のコメント

条約批准国数が多いこともあって，２０１２年専門家委員会報告（ILO［２０１２c：

２３―２８，２９３―４７３］）をみると，委員会がコメントを出した国は，第１３８号条約

について４７カ国・地域，第１８２号条約では，６０カ国に及んでいる。専門家委

員会は，１９６４年以来改善事例を記録しているが，２０１２年報告では，第１３８号

条約が１３カ国，第１８２号条約が１６カ国と，昨年より一定の改善を評価する国

が多くなっている。第１３８号の改善事例には，最低年齢に関する法律（危険

有害業務の規制を含む）の改善だけでなく，児童労働に関する調査の実施や

（義務）教育制度・法の改善，さらには IPECと協働の時限目標プログラム

の評価，特定業務（らくだレースの参加）の児童労働の法的禁止などにも言

及している。また，適用範囲について，雇用関係以外の，インフォーマル

経済に働く子どもへの適用を評価している。しかし，インフォーマル経済

への監視の強化などが指摘されている。第１８２号についての改善例は，国内

法の定義が条約に規定する定義と合致させたこと，最悪の児童労働の形態

の明確化，危険・有害業務規則（改正含む）制定，買春禁止法の制定，人身

取引への罰則新設，などがあるが，改善を評価されたいずれの国も人身取

引，買春など最悪の形態の児童労働は依然問題で，多くの国が実際上の撤

廃に向けて即時の，効果的な方策実施や法律の実施強化が要請されている。

また，第１３８号，第１８２号のいずれのケースもさらなる情報提供を要請して

いる。さらに，ボツワナ政府に対する２００７年の意見にあるように，IPEC

の成果について報告するよう求めているなど，実践的活動にも配慮した意

見になっている。ILOは労働基準の推進と実際活動の双方を担っているので，

両活動が有機的に機能し合い，国際基準の監視をより効果的に行い得ると

評価できよう。
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（３）ILO総会基準適用委員会の判断例

ここでは，最近国際的に批難されているウズベキスタンのコットン産業

の児童労働を取り上げる（ILO［２０１１］）。このケースは，２０１２年も審議予定

であったが，総会委員会は一般調査等をめぐりデッドロックに陥り，史上

初めて個別ケースの審議を行わず，そのため，次回審議に繰り越された。

したがって，本章では２０１１年総会の状況を記す。委員会は，収穫時期の強

制児童労働への取り組みについて政府の政治的意思の不十分さと透明性の

欠如を指摘し，結論として，２０１０年に引き続き，２０１１年も以下の４点を要請

している：�コットン産業での児童労働は，強制労働かつ危険有害労働で，
最悪の形態の児童労働であると断定して，緊急事項として，効果的な法律

の実施を確保するため必要な方策をとること，�政府，労働者，使用者か
らなる三者構成のハイレベルのオブザーバー・ミッションを受け入れるこ

と，�ILOの技術支援を受け入れることとともに，IPECとともに活動する

ことを強く奨励すること，�政府に総合的な情報を提供すること。２０１２年
総会提出の専門家委員会報告では，この結論のフォロー・アップとして，

即時・効果的な時限付き方策をとること，諸方策の具体的インパクトに関

する情報を提供すること，およびハイレベルの三者構成ミッションを受け

入れることなどを要請した。この判断でも，児童労働撤廃に向けての実践

活動の重要性が理解されている。なお，２０１２年の総会委員会は，このほか

にも，セネガルの第１８２号条約，パキスタンの第１３８号条約の適用について

も取り上げる予定であった。

（４）申し立て制度

ILOでは，労使団体は，条約の実効的遵守をしていない加盟国に対し，理

事会に申し立てる権利を有する（ILO憲章第２４条）。申し立てがあった場合，

三者委員会が設置され，審議をして，勧告が行われる。児童労働に関して

は，今まで申し立てはない。

（５）条約実施の課題

２００８年 ILO宣言の見地からの基本条約（１３）に関する一般調査（ILO［２０１２b］）
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から２０１２年 ILO総会に提出された一般調査は，条約の実施・そのインパク

トとともに，条約の適用範囲，適用の方法，適用に関して生じた（ずる）困

難など条約適用状況やもっとも顕著なテーマ別特徴を分析することにより，

各国の条約完全実施へのガイダンスを提供することをねらっている。この

調査は，ポジティブなイニシアチブおよび条約実施に対する問題を含む，

各国の条約適用に関する法・実践をまとめたものであり，世界全体の条約

実施状況が描かれている。指摘されている事項で，重要と考える事柄を以

下に述べる。

第１３８号条約，第１８２号条約ともに，共通して一般的にいえることは，条

約の適用範囲に比べ，国内法の範囲が限定されていることである。第１３８号

条約に関していえば，すでに第１節第１項で指摘したように，本条約は通

常の労働関係を超えて適用される。しかし，除外されている経済分門がか

なりあり，もっとも多くの国で除外されているのは，家族経営，小・零細

企業，小規模農業での仕事や家事労働と指摘されている。このほか，イン

フォーマル経済での仕事や，従業上の地位でいえば自営業主，無報酬の家

族従業者が除外されていることが多い。第１８２号条約に関していえば，たと

えば，人身取引の規制において，労働搾取目的や国内の取引は対象外とい

う例がある。また，最悪の形態の児童労働は禁止しているものの，禁止活

動が特定されていない，少年少女双方が適用されない法律例などがある。

第２は，第１３８号に関しては義務教育終了年齢が就業の最低年齢より低く，

整合性に欠けることである。危険有害業に関しては，第１３８号，第１８２号と

もに関係するが，最低年齢の未規定や一般的な禁止規定の欠如などが指摘

されている。

第３に，国内法の監視メカニズムの鍵として，労働基準監督官制度およ

び罰則を含む違反に対する制裁への注意を喚起している。このための統計

情報の必要性も指摘している。

第４に，最悪の形態の児童労働に関して，売買・人身取引，強制労働，

武力紛争，商業的性的搾取，不正な活動への子どもの使用・斡旋・提供，

危険有害労働の６形態についてのそれぞれの課題に焦点を当てているが，

好事例も提供している。あわせて，無料の基礎教育のアクセスの重要性と
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特別のリスクをもつ子どもたちの発見，国際協力・援助の改善を指摘して

いる。

第３節 規範活動を補完する企業の社会的責任（CSR）

１．主要国際機関での取り組み

企業の社会的責任は，国際社会では一般的に，法的義務を超える企業の

任意のイニシアチブと理解されている。CSRは，法律や社会政策の補完で

あり，代替するものではない。ビジネス自身の倫理的関心や NGO，労働組

合，倫理的投資者，消費者などのプレッシャーにより促進され，企業がお

かれている多様なビジネス・経済・社会環境のなかで，独自の CSRを発達

させ，行動規範の策定から，コミュニティレベルのパートナーシップの構

築まで多種多様である（ILO［２００４：１２１―１２３］）。

国際機関は，CSRについての国際標準を策定・推進している。ILO，経済

協力開発機構（OECD）ともに，多国籍企業問題が大きくなった１９７０年代に，

多国籍企業向けのガイドラインを作成している（OECD「多国籍企業行動指針」

１９７６年策定，１９７９年・１９８４年・１９９１年・２０００年および２０１１年改定（１４）。ILO「多国

籍企業及び社会的政策に関する ILO三者宣言」（１５）１９７７年策定，２０００年および２００６

年改定）。ILO三者（政府・労働者・使用者）宣言にあるように，グローバル

経済下で大きな役割を果たす「多国籍企業が，経済的・社会的進歩に対し

てなし得る積極的改善を奨励し，その各種の活動がもたらす困難を最小に

し，かつ解決する」ために作成されたものである。いずれのガイドライン

にも，児童労働撤廃が含まれている。OECDガイドラインには各国連絡窓

口（National Contact Point : NPC）制度があり，制度的なフォロー・アップの

仕組みがあるが，ILO宣言には，制度的な仕組みが規定されておらず，フォ

ロー・アップは不十分である。

国連も１９７０年代に多国籍企業に関する部署はあったものの，CSRに関し

ては，１９９９年発表のグローバル・コンパクト（２０００年実施）がガイドライン
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を明確に打ち出した最初の試みである。グローバル・コンパクトは，企業

のみでなく，組織，団体も対象にし，人権，中核的労働基準，環境，腐敗

防止の１０原則の自主的な尊重・推進を求めるものであるが，ビジネス界に

とくに影響力をもっている。国連は，人権理事会でも企業と人権に関する

活動を強化している。２０１１年６月，人権理事会では，「保護，尊重，救済：

企業と人権についての枠組み」（１６）を実施する「ビジネスと人権に関する指導

原則」（１７）を全員一致で支持した。この指導原則は，ビジネスが人権に悪影響

を及ぼすリスクを予防し，取り組むためのグローバル基準である。同年１１

月，人権理事会に新たに，指導原則の普及・実施を担う「人権・多国籍企

業その他の企業問題に関する作業部会」が創設された。２０１２年１０月には，

初の国別訪問をモンゴルで実施している。「枠組み」は，ジョン・ラギー

（John Ruggie）ハーバード大学教授（２００５～２０１１年「人権と多国籍企業・その

他の企業」に関する国連事務総長特別代表）が提出していたもので，通称ラギー

枠組みと呼ばれている。ラギー枠組みは，２０１０年１１月に発表された ISO２６０００

「社会的責任」にも影響を及ぼし，また，２０１１年５月改定した OECD「多

国籍企業行動指針」の改定理由にもなっている。企業を対象にした人権理

事会のガイドラインは画期的なものであり，今後の展開が期待される。

児童労働を含む中核的労働基準をはじめとして，CSRの対象となる人権・

労働基準には，法的根拠がある。したがって，CSRに対しては，人権を侵

害された被害者の保護に欠けること，企業の法的実施が不確実であること，

公共政策・規則が不完全で実施も弱いことなどの問題が指摘されている。

こうした問題に対して，ラギー枠組みは，人権侵害からの保護についての

国の義務，企業の人権尊重，人権侵害が起きたときの効果的な救済メカニ

ズムへのアクセスという三本柱を基本として，人権とビジネスに関しての

新しい機運と方向性を作り出した，との高い評価がある（European

Commission［２０１０a：２６―２７］）。国際機関の CSRの国際標準策定・推進の努力

もあり，日本においても，大企業での CSR報告書の作成が普及してきてい

る。重要なのは，CSRが単なる企業の宣伝広報に終わらないようにするこ

とであり，そのためには，児童労働の情報開示やインパクト・アセスメン

トが不可欠である。
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２．サプライ・チェーン問題

企業の社会的責任としては，「サプライ・チェーン」と呼ばれる調達先の

問題が大きい。サプライ・チェーンとは，供給の連鎖のことであり，生産

の原材料調達から生産・サービスが最終の消費者・顧客に到達するまでの

サプライヤーおよび下請業者すべてを含む。なお，国連「ビジネスと人権

に関する指導原則」では，「バリュー・チェーン」という用語が使われ，サ

プライ・チェーンとほぼ同義語に使用されている。バリュー・チェーンと

は，原則の解釈ガイド（１８）で，「価値を付加する投入から産出へと転換する活

動を包含する」として「企業自身の製品・サービスに貢献する製品・サー

ビスを供給するか，企業からの製品・サービスを受領する，直接・間接に

関係する組織」と明確に定義している。サプライ・チェーンに関しては，

実践活動やかなりの調査研究がなされている。国連グローバル・コンパク

トでは，持続可能なサプライ・チェーンのなかに，２００２年に開始した国際

ココア・イニシアチブを好事例として紹介している（１９）。同イニシアチブは，

児童労働（危険・有害労働）と人身取引の撲滅を目的に，ガーナおよびコー

トジボワール２カ国で活動している。１７多国籍企業，労働組合（国際レベル）

および NGOが参加している。ILOも投票権のないメンバーとして参加して

いる。イニシアチブは，２００１年のココア産業議定書（ハーキン・エンゲル議

定書）の成果である。２００２年西アフリカ（カメルーン，ガーナ，コートジボワー

ル，ナイジェリア）でのカカオ農園調査で，児童労働・人身取引被害者を発

見しているが，イニシアチブでも，少なからずの人身取引の被害者も含め

た児童労働者を発見・保護している。次にみる IPECの成功事例パキスタン・

シアルコットのサッカーボール製造での児童労働撤廃も CSRの好事例でも

ある。

第４節 児童労働撤廃への実践活動

ILO，ユニセフともに，子どもを経済搾取・有害労働から保護するために，
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人権を基盤とする児童労働撤廃に向けての実践活動を行っている。ユニセ

フでは，出生登録，子どもに対する暴力など，１０ある「子どもの保護問題」

のひとつとして児童労働を取り上げている。児童労働をしている子どもの

うち雇用関係にある者の割合は２割程度にしか過ぎず，雇用関係がない農

業やインフォーマル経済に圧倒的に多いので，フィールドで直接介入する

技術協力プロジェクトでは，両機関ともにコミュニティをベースにした事

例が多い。

また，撤廃のための取り組みの基礎となる必要・不可欠な活動として，

統計の整備充実および調査活動も積極的に行われている。「はじめに」で述

べた，ILO，世界銀行，ユニセフ共同研究プロジェクトである UCWは，政

策研究を通じて，取り組みへの共通の政策アプローチを見出すことを目的

にしており，８０カ国以上での児童労働関係指標の作成，７５以上の研究成果

を発表している。UCWが行った研究は，２０１０年児童労働世界会議に提出さ

れた，児童労働撤廃のための国際的な共通政策綱領を明示する「児童労働

に反対する力の結集」（UCW［２０１０］）に結実している。同文書では，児童労

働は子どもの深刻な権利の侵害だけでなく，国の開発目的を達成する重大

な障害になっているとして，児童労働をMDGs，万人のための教育（EFA），

貧困削減とディーセント・ワーク等の開発課題の先頭に位置づけるべきこ

とを訴えている。

１．ILO/IPEC

ILOでは，最悪の形態の児童労働撤廃のための工程表を含む「グローバル

行動計画」に基づき，児童労働を対象とする技術協力プログラム IPECを９０

カ国以上で推進している。IPECは，１９９２年から開始し（１９９０年９月ドイツ政

府が５年間の特別財政貢献を発表して２年後に創設），２０年の経験が積み重ねら

れ，現在のところ，国・国際機関を問わず，児童労働について，もっとも

幅広い取り組みをしている事業である。IPECは，児童労働からの引き離し

などの直接活動のほか，データ収集，調査研究，アドボカシー・意識啓発，

法律・政策開発，児童労働に取り組む関係者の訓練，法・政策助言・支援，
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社会サービス・生計維持・貧困削減活動などの分野で活動している。開発

政策分野では，開発・政策フレームワークへの児童労働の主流化，とくに

近年ではディーセント・ワークへの主流化が大きな課題として取り組まれ

ている。IPECコンスタンス・トマス部長は，２０１０年５月，児童労働グロー

バル・レポート発表の際，児童労働撤廃に向けて何をなすべきかを明快に

述べている。すなわち，ほとんどの児童労働は貧困に根ざしており，児童

労働撤廃への取り組み方策は明確と断言し，すべての子どもが学校に通う

機会の確保，経済的に脆弱な家族を支える社会的保護制度，そして大人の

ディーセント・ワークの機会の確保とあわせて，子どもを保護する法律の

効果的な実施が前進への道筋であると説いている。また，取り組みの鍵を

握る課題として，アフリカの問題，児童労働者の大半が従事している農業

での問題，およびしばしば最悪の形態となっている，「隠された」形態の児

童労働などを挙げている（２０）。

IPECには，パキスタン・シアルコットのサッカーボール縫製（２１）やブラジ

ルの条件付き所得移転など，広く知られる成功事業がある。前者について

みてみよう。手縫いサッカーボールで世界最大の生産量を誇るシアルコッ

トで，１９７０年代から１９８０年代に，家内労働として働く女性にサッカーボール

の縫製委託を始めたことから，子どもも縫製に従事するようになった。こ

のことが１９９４年のワールドカップや１９９６年のサッカー欧州選手権の時にメ

ディアに取り上げられ，児童労働撤廃のプロジェクトが始まった。この原

動力となったのは，世界自由労連（当時「ICFTU」。現在は国際労働組合総連合

「ITUC」）である。プロジェクトは，１９９７年から２００４年まで実施されたが，

手縫いサッカーボールの消費者である FIFA のプレッシャーに応える形で，

企業（シアルコット商工会議所や世界スポーツ用品産業連盟など）も参加した，

新しいアプローチがとられた。したがって，このプロジェクトは，CSR

のサプライ・チェーンを対象にする好事例でもある。消費者の FIFAも，プ

ロジェクトに参加しており，ステークホルダーの幅広い参加があるのも，

新しいアプローチであった。プロジェクトの目的のひとつに，コミュニティ

をベースに，コミュニティや家庭で児童労働に対する態度を変える（すなわ

ち，子どもを働かせずに学校に通わせる）が掲げられ，インフォーマル経済で
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の児童労働撤廃の鍵となるコミュニティ・ベースのアクションを始めた先

駆的事業でもある。もちろん子どもたちを児童労働から引き離すことも重

要な目的であった。コミュニティに監督官を配置するとともに，手縫いの

場所をコミュニティに確保して，仕事場を家庭の外に出し，働く人々を「見

える化」することにより，誰が働いているか住民が確認できるようにした。

非公式教育はユニセフが担当して，教室をコミュニティに設置し，児童労

働から解放された子どもたちが通った。この努力で，最盛時に７０００人以上

いた児童労働の子どもたちがいなくなったのである。

また，最近の新しい取り組みとして特記すべきことは，戦略として社会

保護の取り組み（条件付き所得移転）や公共事業雇用スキーム，小規模貸付

スキームなどの強調である。もうひとつは，国際機関のパートナーシップ

の構築である。UCWに加えて，「児童労働とEFAグローバル・タスクフォー

ス」（後述）や「農業における児童労働に関する協力国際パートナーシップ」，

UN.GIFT（後述）等々がある。

２．人間の安全保障の観点からのアプローチ（国連人間安全保障基金）

「人間の安全保障」は，日本の政府開発協力（ODA）の新しい理念である

が，国連においても，国際協力の比較的新しい理念である。国連機関とし

ては，国連開発計画（UNDP）が１９９４年人間開発報告で人間の安全保障とい

う概念を打ち出している。人々を脅かすさまざまな脅威が存在する時代に，

恐怖と欠乏の２つからの自由，すなわち平和・人権・開発を含む幅広い概

念を提起したものである。そのアプローチとして，生じた問題を解決する

だけでなく，むしろ予防に力点をおき，人々のもてる能力を発揮させるこ

とにより対応するという，新しい方法を提起した。国連には，日本政府の

支援により，１９９９年３月に，「人間の安全保障基金」（Human Security Fund）

が設置されたが，その基本理念は，１９９４年人間開発白書が提起した理念に

沿っている。基金の目的は，「現在の国際社会が直面する貧困・環境破壊・

地雷・難民問題・麻薬・HIV／エイズなどの感染症など，多様な脅威に取り

組む国連関係国際機関の活動のなかに人間の安全保障の考え方を反映させ，
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実際に人間の生存・生活・尊厳を確保していくことにある」（外務省国際協

力局地球規模課題総括課［２０１１］）とされている。基金の支援対象が国際機関

に限定されていることから，国際機関の国際協力に関する新しいアプロー

チを提供している。国連人間安全保障委員会が２００３年５月に発表した報告

書「人間の安全保障の今日的課題」（Commission on Human Security［２００３］）

に基づいて，脅威から人々を保護することと，脅威に対処できるよう人々

の能力強化，すなわちエンパワーメントが鍵となる（外務省国際協力局地球

規模課題総括課［２０１１］）。基金は，児童労働撤廃への支援を貧困削減のカテ

ゴリーに分類しているが，後にみる人身取引は，犯罪のカテゴリーと位置

づけており，この問題に対して国連では罪防止視点が大きいことがうかが

える。また，国連機関の協働も奨励しており，日本の ODAと並行して，危

機の時代への人々の対応を促進している。

なお，安全保障を担当する欧州安全保障協力機構（Organization for Security

and Co−operation in Europe : OSCE）は，伝統的な安全保障だけではなく，

「経済，環境，人権，人道分野における問題が安全保障を脅かす要因とな

るとの考えから，安全保障を軍事的側面のみならずこれらの分野も含め包

括的に取り扱っている」（２２）が，人身取引問題をひとつの大課題として取り扱っ

ている。OSCEの安全保障の概念は，日本政府が国際協力で重視する「人間

の安全保障」理念と相通ずる。

第５節 開発課題
――児童労働撤廃のための教育の取り組み――

１．国際人権法での児童労働と教育の関連の理解

国際人権法では，伝統的に，児童労働と教育のリンクが重要であると理

解されており，義務教育年齢の子どもたちの労働が禁じられている（国連児

童の権利条約および ILO児童労働条約）。児童労働と教育は，相互に密接な関

係にあり，児童労働は教育を受けるための障害であるが，他方児童労働撤
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廃視点からみると，教育は児童労働の最大の予防である。UCWの研究でも，

この両面が明らかになっており，多くの国で，高レベルの児童労働は，就

学率を低くさせ，EFA の達成を遅らせる一方で，教育の質が，子どもたち

の不就学や就業に大きな影響を与えていると指摘している。すなわち，不

適切な学校教育が子どもたちの就業への“プッシュ要因”になっている

（Guarcello et al.［２００６：２３］）。にもかかわらず，データ不足により，仕事に

関係する要素と学校教育に関係する要素との重要性と両者の相互作用の理

解は低いままにとどまっており，適切な政策樹立への障害になっている

（Guarcello et al.［２００６：９―１２］）。教育面からみると，児童労働と教育の関連

についての理念は共有されているものの，グローバルレベルで教育関係政

策や実践活動での児童労働の組入れは比較的新しく，相変わらず課題とし

て残っている。

２．国連，ユネスコにおける教育と児童労働の取り組み

１９９０年から開始された EFAは，２０００年セネガル・ダカールで開催された

世界教育フォーラムで再確認され，ダカール行動枠組みが採択された。し

かし，EFA，MDGsともに，目標達成のために，教育に直接関連する課題

の達成にターゲットが絞られ，児童労働に関する明確な言及はない。国連

では，２００２年子どもに関する国連特別総会での採択文書「子どもにふさわ

しい社会」（２３）で，初めて，教育は児童労働削減の鍵であり，児童労働が教育

への障害であるとの認識を明らかにした。とくに「児童労働への闘い」に

ついて一項を設けて，最悪の形態の児童労働撤廃に焦点を当てるとともに，

働く子どもに対する無償教育・職業訓練の供与や教育システムへの統合，

国際協力の推進，データ収集・分析，貧困削減や開発努力への児童労働の

主流化などの児童労働撤廃への取り組みの強化を謳った。以後毎年国連総

会は「子どもの権利」決議で，児童労働について関係２条約の批准奨励な

どを盛り込んでいる（２４）。
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３．児童労働と教育に関する好事例

EFAグローバル・モニタリング報告（２００８年，UNESCO［２００７：１１８―１２０］）

では，児童労働で働く子どもの教育への制約は，教育・労働両者の要因が

あるとしながら，とくにもっとも不利な立場にある子どもにとって，教育

の質が重要な要因として浮かび上がっていることを指摘している。また，

就業の最低年齢，就学の要請などの関係法律の実施が弱いことや貧困を制

約要因として挙げると同時に，好事例の政策に言及している。同報告では，

児童労働で働く子どもたちの就学を支援する政府の政策アプローチとして，

働く子どもたちの状況に応じて，次の４つを挙げている。

�子どもへの就学のためのインセンティブの改善。
校舎数の増加，柔軟なスケジュールなど就学へのアクセスの改善，学

校費用の撤廃，女児の差別撤廃，教育の質の改善，基本的サービスの

改善。

�就学への制約の除去。
貧困撤廃戦略の開発，社会的安全網の創設，条件付き所得・食糧移転

確立，クレジットへのアクセス等の財政的手段の推進。

�就学奨励・子どもを働かせないための法令の使用。
義務教育法の施行，適切な児童労働法の導入・施行。

�働く子どもへの保護・通常生活への復帰サービスの提供。
危険・最悪の形態の児童労働からの引き離し，健康・安全・他の労働

基準の実施，教育・保健サービスへのアクセスの提供，職業訓練・他

の復帰サービスの提供。

また，同報告で取り上げられた児童労働と教育の改善に貢献した好事例

には，次のようなものが掲げられている。

�就学の直接コストおよび子どもの経済的貢献を償う補助金を家族に支
給し，子どもたちが就学できるようにした。貧困が児童労働の主原因

である場合には児童労働を撤廃することは困難で，多くの子どもたち

が教育を受けながら働き続けている。

�子どもたちの学習ニーズに答えるために，仕事の季節に合わせる柔軟
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な学校制度を設けて，独立した学習モジュールやサマースクールを通

じて学校に行けなかった時間の埋め合わせをする。

�集中的な「キャッチ・アップ」コースにより，働く子どもが受けられ
なかった授業を埋め合わせるようにして，その結果，公式の学校に受

け入れられた。

�バングラデシュでは，２年間のブリッジ・コース（公式の学校への橋渡
しの学習コース）により最終的に公式の学校に通学させるようにするプ

ロジェクトが開始され，最初のフェーズにおいて，インフォーマル・

セクターで働く８～１４歳の子どもたち３５万人が対象となった。

�ブラジルの児童労働撤廃プログラムでは，幅広いアプローチをとって
いる。家族への補助金，使用者の児童労働法遵守についての監視，非

公式だが公式と同価値のプログラムの推進，および課外活動の実施な

どが含まれている。このプログラムによって，貧しい地方３州で，初

等教育を通じて子どもが働く確率が低下し，急速な改善がみられたと

評価されている。

４．児童労働と教育に関する国際機関の連携

近年は，児童労働と教育問題に関する国際機関間の協働が強化されてい

る。２００６年，児童労働を通じて EFAの目的達成に貢献するため，途上国の

努力を支援する，国際機関とグローバル市民社会組織からなる「児童労働

と EFAグローバル・タスクフォース」（２５）が設けられた。目的達成の戦略は，

EFA 目的に貢献する国内・国際政策枠組みに児童労働問題を主流化するた

めの政治的意思および気運を高めることである。また，世界銀行は，２００２

年に EFA ファースト・トラック・イニシアチブ（EFI）（２０１２年から，教育の

ためのグローバルパートナーシップ［基金］： Global Partnership for Education

［GPE］Fundと改組）を開始している。同基金での支援は，「学校への通学」

が条件にあり，結果として児童労働がなくなるという効果はあると考えら

れるが，「児童労働」は直接には考慮されておらず，教育面からのより積極

的な児童労働撤廃への取り組みが期待される。
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第６節 最悪の形態の児童労働

最悪の形態の児童労働については，ILO/IPECが２００１年から国別に重点対

象を定めた撤廃期限付きプログラム（Time−Bound Programme : TBP）を推進

している。最悪の形態の児童労働は，ILO第１８２号条約第３条に，以下の４

形態と定義されている。

�人身取引，債務奴隷，強制的な子ども兵士，その他の強制労働。
�買春・ポルノ製作・わいせつな演技のための子どもの使用・斡旋・提
供。

�麻薬の生産・密売などの不正な活動のための子どもの使用・斡旋・提
供。

�子どもの健康・安全・道徳を害し，心身の健全な成長を妨げる危険で
有害な労働。

これら最悪の形態の児童労働は，規制する ILO１８２号条約が１９９９年に採択

されたことからわかるように，問題への国際的認知度が高まったのは比較

的新しい。国連の子どもの権利条約関係選択議定書も２０００年の採択である。

最悪の形態の児童労働は，通常の児童労働と異なる取り組みが必要である

ことに加え，それぞれも，人身取引，武力紛争への強制的徴用（いわゆる子

ども兵），債務奴隷，買春等性的搾取，不正な活動への子どもの使用，危険・

有害業務，のように，重なりあうものもあるが，類型ごとの考察を必要と

する。危険有害業務については，すでに第１３８号条約で就業の最低年齢が１８

歳に引き上げられているので，各国も労働法で年少労働者の危険有害業務

の規制を行っており，労働問題を所管する ILOがとくに専門的知見を有し

ている。しかし，ほかの分野については，ILO以外の国際機関の活動も大き

い。本節では，国際的に注目され，国際社会で大課題として取り組まれて

いる人身取引および子ども兵を取り上げ，その撤廃への取り組みを新しい

アプローチとして取り上げる。

なお，国際開発目標であるMDGsには，当初児童労働が言及されていな

かったが，２０１０年９月開催のMDGs国連首脳会合の成果文書（２６）で，初めて，
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児童労働撤廃の文言が，最悪の形態についてのみ，目標１（極度の貧困の撲

滅）に盛り込まれた。そのなかでは，最悪の児童労働撤廃に向けて社会経済

開発，貧困撲滅プログラム，普遍的教育等の国際協力・援助を通じての取

り組みが謳われ，開発目標への取り込みが図られたので，今後児童労働撤

廃活動の開発協力活動への主流化を期待できよう。

１．人身取引（人身売買）

人身取引（人身売買とも呼ばれる）とは，搾取の目的で，暴力等の強制力

による脅迫，誘拐，詐欺，欺もう，権力の濫用等または他者を支配下にお

く者の同意を得る目的での金銭・利益収受の手段を用いて，人を獲得，輸

送，引渡し，蔵匿または収受をすることである。子どもの場合には，搾取

の目的で，子どもを獲得・輸送・引渡し・蔵匿・収受をするだけで，脅迫

等の手段を用いなくても人身取引とみなされる（「国際組織犯罪条約人身取引

議定書，通称パレルモ議定書」第３条）。人身取引される子どもは，世界で約

１２０万人，人身取引被害者の４０～５０％を占めると ILOでは推計しており（ILO

［２００５：１５］），子どもの被害者もかなり多い。欧州安全保障協力機構では，

子ども，とくに少女がきわめて多いのは，家事労働者にする目的での人身取

引がかなりを占めているためと指摘している（Office of the Special Representative

and Co−ordinator for Combating Trafficking in Human Being［２０１０：２４―２５］）。

人身取引への闘いは奴隷制反対からの長い歴史を有するが，グローバル

経済化にともない人々の移動が容易になり，活発になってきたことおよび

国際犯罪組織が関与していることなどから，１９９０年代後半に，重要国際課

題として浮上した。

（１）人身取引の禁（廃）止・防止に関する国際法

現代の奴隷制といわれる人身取引に対しては，かなりの数の国際条約が

ある。国連諸機関における国際基準は，表２のとおりである。これら５つ

の分類は，４以外は子どもだけを対象にしているものではないが，子ども

も対象としてカバーしている。
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さらに，精力的な取り組みが行われている欧州をみると，欧州評議会

（Council of Europe）では，「人身取引に反対する行動に関する条約」が２００５

年採択されている（２００８年発効）。EUも，EU基本権憲章第５条第３項に人

身取引の禁止の明文があり，人身取引対策に力を注いでいる。EUは，人身

取引を「世界でもっとも深刻な犯罪，重大な人権侵害，現代の奴隷制，組

織犯罪のきわめて大きな利益を得るビジネス」（European Commission［２０１０b］）

と考えている。２０１１年４月，議会と ECは，「人身取引の予防，闘い及び被

害者の保護に関する指令」を策定し，従来の２００２年枠組み決定を置き換え

た。

（２）国連を中心とする国際機関の活動

国連では，人身取引を暴力の一形態ととらえており，とくに，女性・少

女の被害に着目している（United Nations［２００６a，２００６b：７９］）。国連総会に

は最新の２０１２年を含め，隔年おきに事務総長報告が提出され，決議が採択

されている（２７）。国連は，２０１０年７月，人身取引の予防，被害者の保護，犯

罪の訴追およびパートナーシップの強化を定めた，総合的な「人身取引と

目的 条約名 ILO
条約番号 採択年

１．働く人の基本的人権の確
保，強制労働の廃止

ILO強制労働条約 第２９号 １９３０年

ILO強制労働条約 第１０５号 １９５７年

２．奴隷制および類似の慣行
の廃止

国連「人身取引および他人の売春か
らの搾取の禁止に関する条約」

１９４９年

３．女性に対する人権の確保 国連「女子差別撤廃条約」（第６条） １９７９年

４．子どもの権利確保 国連「児童の権利条約」（第３５条） １９８９年

「児童の売買，児童買春及びポ
ルノに関する選択議定書」

２０００年

ILO「最悪の形態の児童労働」条約 第１８２号 １９９９年

５．犯罪防止 国連「国際組織犯罪条約人身取引議
定書（パレルモ議定書）」

２０００年

表２ 人身取引防止等主要国際条約

（出所） 筆者作成。
（注） 条約は略称。人身取引のみを対象としない ILO条約および国連条約は関係条項を明記。
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闘う国連グローバル・プラン」（２８）を策定している。

人身取引には，多様な行為者が関与するため，反人身取引に取り組む国

際機関も多数存在している。このため，機関間でのパートナーシップや協

調行動がかなり進展しているのが特徴で，これがとくに新しいアプローチ

といえる。国連には，国連麻薬・犯罪事務所（UNDOC）が議長となって，

多くの国連機関と国連機関外からの国際刑事警察機構（ICPO）および国際

移住機関（IOM）が参加している，反人身取引国際機関協力グループがある。

また，最近のグローバルレベルでのプロジェクトの，新しい連携取り組み

の代表例として，人身取引と闘う国連グローバルイニシアチブ「United

Nations Global Initiative to Fight Human Trafficking : UN.GIFT」（２９）（２００７年

３月設立）がある。このイニシアチブは，ILO，国連人権高等弁務官事務所

（OHCHR），ユニセフ，IOMおよび OSCEがメンバーで，その任務は，人

身取引の予防，被害者への適切な保護・支援および効率的な犯罪の訴追へ

の支援によって，人身取引の被害者を減らすことで，政府および政府以外

のアクター（市民社会グループ，メディア，学識者，民間セクターなど）を動員

して，活動を進めている。

（３）人身取引をめぐる最近の焦点

人身取引の状況をみると，目的は，商業的性的搾取４３％，経済的搾取が

３２％，両者が該当するケースが２５％である。また性別でみると，少女・女

性は，商業的性的搾取においては９８％と圧倒的に多く，経済的搾取におい

ては５６％を占める。つまり，少年・男性に比べて少女・女性の被害者が多

い（ILO推計，ILO［２００５：１４―１５］）。在欧州の国際機関では，近年は労働搾取

目的の人身取引に関心を高めている。これは，経済のグローバル化にとも

なう安価な労働力を求める構造的な問題が根底にあるために増加している

との認識があるゆえだろう。ILOは，強制労働撤廃が中核的労働基準のひと

つであり，強制労働条約は１９３０年採択という古い条約であるので，その一

形態として，労働搾取目的の人身取引も重視している。

労働搾取の場合，人身取引の被害者か，被害者でない密入国者・非正規

移民かの区別がますます不明瞭・困難になってきており，移民問題への取
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り組みに新しい課題を付加するといえる。もうひとつは，人身取引の撲滅

の取り組みにおいて，顧客の要望に応じてのサービスの提供や安価な労働

力の希求といった需要側の要因への取り組みの重視が指摘できよう。これ

は先にふれた，欧州評議会条約での規定の影響が大きいと思われる。

（４）人身取引防止・被害者保護のための実践活動

人身取引のように，移動をともなう行為は，しばしば国境を越えた活動

となっており，とくに国際的な連携が必要なことから，この課題への取り

組みには，国際機関に優位性がある。国際犯罪の脅威にもさらされ，危険

が大きいことから，人間の安全保障からの取り組みの典型例といえる。国

連人間の安全保障基金で，いくつものプロジェクトがある（外務省国際協力

局地球規模課題総括課［２０１１］）。

予防に関しては，子どもやコミュニティでの問題の周知・徹底，子ども

への教育奨励，経済的な困難を抱える家族の生計維持手段の確保といった

取り組みがなされ，保護に関しては，心身のリハビリや就業年齢を超える

子どもへの職業訓練などの取り組みがある。

２．子ども兵

国連では，子ども兵の徴用・使用を武力紛争における子どもに対する６

重大人権侵害のひとつととらえている。１８歳未満の子どもの徴兵および敵

対行為への参加は禁止され（国連「武力紛争における子どもの関与に関する児

童の権利条約選択議定書」），また，１５歳未満の子どもを自国軍に強制あるい

は志願兵として編入することや敵対行為に参加させることは，戦争犯罪と

定義されている（国際刑事裁判所「International Criminal Court : ICC」ローマ規

程第８条）。ILO最悪の形態の児童労働勧告（第１８０号）でも，子どもの徴用・

使用を犯罪とするよう求めている。子ども兵はしばしば誘拐という形で徴

用されているが，「誘拐」自体が，重大な国際人道・人権法の違反である。

したがって，子ども兵対策の大きな視点は「正義の実現」，すなわち子ども

兵の徴用・使用をした者に対する処罰である。言い換えると，国連は「不
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処罰」を防ごうとしている。もうひとつの大きな活動は，（元）子ども兵の

「武装解除，動員解除，リハビリおよび社会復帰」（３０）である。２００１年国連平

和維持活動（Peacekeeping Operation : PKO）の任務に，「紛争における子ど

も」の保護が定められ，PKO活動への子どもの保護・権利・福祉に関する

主流化政策を策定して，とくにユニセフと協力して積極的に取り組んでい

る（United Nations Department of Peacekeeping Operations［２００９］）。

（１）子ども兵の予防・保護に関する国連の制度

子ども兵に関しては，国連の安全保障および人権メカニズムの役割が大

きい。国連は，２つの制度を設けている。「子どもと武力紛争に関する事務

総長特別代表」（１９９７年設置）と，「安全保障理事会子どもと紛争に関する作

業部会」（２００５年７月設置）である。前者は，毎年人権理事会に報告書を提出

している。両制度ともに，子ども兵の徴用・使用を含む６重大人権侵害を

扱っている。特別代表の２０１１年７月提出の報告書（２０１０年５月～２０１１年５月

をカバー）（３１）では，子ども兵について，子どもの権利条約の締約国に対する

選択議定書の署名・批准とあわせ，�軍隊・武装グループでの子どもの徴
用と敵対行為への子どもの使用を予防する策の強化，とくに子どもの徴用

の禁止，処罰化法律の施行，�国外裁判権の行使，�亡命希求者や難民の
子どもを見つけ出すメカニズムの確立，�心身のリハビリ，社会統合等へ
の必要な支援，�子どもを徴用・敵対行為に使用した国への武器輸出の禁
止，などを勧告している。さらに，国際社会一般に，�徴用や敵対行為参
加の最低年齢１８歳のアドボカシーの継続，�国際プレッシャー，�関係国
際基準の遵守強制と監視，�子どもの徴用・使用を促す政治的・社会的・
経済的要因への取り組み，および�（元）子ども兵のリハビリ・社会統合へ
のニーズに応えること，を求めている。これらの勧告事項は，（元）子ども

兵への対応策を網羅しているといえる。さらに，２０１２年の報告書では，法

の実施と調査とあわせ，家族・コミュニティ保護システムの強化および教

育・技能・生計維持機会を通じての子どものエンパワーメントを謳ってい

る。

作業部会の主要な任務は，子どもと武力紛争についての情報の収集・提
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供と監視を行い，安全保障理事会に子どもの保護のために推進すべき方策

を勧告することである。２０１０年１２月までに３０カ国以上の勧告付き報告書を提

出している。作業部会の勧告により，インパクトを与えた大きなケースと

して，コンゴ民主共和国の例がある。国内レベルで，政府は，２００３～２００６年

の間にカタンガ州３００人の子どもの徴用を含む，戦争犯罪および人道に反す

る罪で，元マイマイ民兵グループ司令官Kyungu Mutanga，通称ジェデオン

を２００７年軍事法廷にかけ，２００９年死刑が宣告された。国際レベルでも，ICC

は，２００９年コンゴ開放愛国軍（Forces patriotiques pour la liberation du Congo

「FPLC」）全司令官トマ・ルバンガ（Thomas Lubanga）を，１５歳未満の子ど

もの徴兵の罪で起訴した（３２）。２０１２年３月，この罪では初めて有罪と宣告さ

れ，同年７月，１４年の刑が決定した（３３）。

（２）（元）子ども兵に対する実践活動

（元）子ども兵の発見や，軍および武力グループからの隔離・武装解除・

動員解除には，国連平和維持活動（PKO）の役割が大きく，（元）子ども兵

のリハビリ・社会復帰についてはユニセフが果たしている役割が大きい。

さらに子どもの経済面での統合に関しては，ILOが職業訓練などの支援を行っ

ている。

３．児童労働と若年雇用問題

２０１０年グローバル・レポートでは，１５～１７歳での児童労働の増加が報告さ

れているが，この年齢層は，最悪の形態の労働以外は就業年齢に達してい

るので，安全で法律上許される仕事を促進すること，すなわち，若年雇用

対策が不可欠である。とくに最悪の形態の児童労働から引き離して社会統

合を図る手段として，職業訓練は欠かせない。途上国の若者は，不完全就

業と貧困に脆弱な立場にある。職業訓練を中心とした労働・雇用問題の取

り組みを強化する必要がある。児童労働と若年雇用問題との関係性は，近

年，若者が雇用危機に直面するなかで，認識が高まってきているが，いま

だ十分とはいえない。ILOアジア太平洋総局のフィールド・スタッフ用ハン
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ドブック「アジア・太平洋地域での児童労働と若年雇用プログラムのリン

ク醸成」（ILO Regional Office for Asia and the Pacific［２００８］）は，�子ども・
若者への労働需要の再方向づけ，�教育・職業訓練，および�IPECと若年

雇用プログラムの対象となる年齢の重なり（１５～１７歳）からの両プログラム

の協働，に焦点を当てており，この分野の貴重な参考文書である。

なお，若者への生産的雇用確保の戦略策定・実施は，当初からMDGs

の目標８（開発のためのグローバルパートナーシップの構築）に，盛り込まれ

ていた。しかし，２００５年に目標１の具体的目標に，すべての人々へのディー

セント・ワークの達成が盛り込まれたために，若者雇用が目標８から削除

され，その結果，若年雇用の重要性が見落とされがちになっている。過去

３年間の国連MDGs報告に若年雇用の言及はなかった。しかし，最新の２０１２

年には，とくに若者の雇用状況の悪化から問題を取り上げている。若者は

インフォーマルな家族ビジネスか農業にしか仕事の機会を見出せないこと，

また，学校から仕事への移行過程で失業か，不安定雇用であることを指摘

している。最新の２０１３年世界銀行の開発報告も仕事が中心テーマであり，

若年雇用問題を重視している。さらに，２０１２年の ILO総会も，若者雇用が

２００５年に続き議題となり，「行動への呼びかけ行動」決議・結論を採択し，

関係条約として児童労働条約を含めている。今後若者雇用に重きをおくこ

とが期待できよう。

おわりに

通常の形の児童労働については，その数は減少傾向にあり，国際機関を

中心とする取り組みに一定の成果がみられるが，「人間の安全保障」という

新しい視点から，未来のために，とくに安全のための配慮が必要な子ども

への活動強化が求められる。

児童労働撤廃という国際基準の実現は，基本的に国内レベルでの実施に

依存しており，国内法・政策の策定・推進の充実・強化を図らなければな

らない。国際機関としては，国際世論を高めることと，好事例を提供して，
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各国がそれらを効果的に利用できるよう支援することが重要である。加え

て，児童労働はさまざまな要因が絡み合っており，国際機関のさらなる効

果的なパートナーシップの構築・協働が必要である。締めくくりに，今後

とるべき方向性をいくつか指摘する。

第１に，UCW研究文書「児働労働に反対する力の結集」が示すように，

国の貧困，教育，ディーセント・ワークなどの開発問題での児童労働の考

慮（主流化）が挙げられる。現在に至って，この点の重要性がようやく認識

されたことから，政府に加え，国際レベルでの労働・雇用政策の決定権者

である，労働者・使用者の役割に期待したい。また，労働・雇用法の実施

強化のために，途上国で質量ともに大きな課題となっている，労働基準監

督官制度の，能力向上も含めた充実が必要であることも指摘したい。

第２に，現下の問題として児童労働の半数以上を占める農業への視点が

重要である一方で，今後の人口移動を考えると，都市化にともなうインフォー

マル経済での児童労働が大きな課題であることが挙げられる。この分野は，

伝統的な枠組みでの取り組みは困難であり，コミュニティ・ベースの取り

組みを強化するなど，効果的なアプローチをさらに検討する必要がある。

また，児童労働を行っている子どもの従業上の地位をみると，６７．５％が無

給の家族従業者であり，親の理解を高める啓発がきわめて重要であること

は指摘されなければならない。

第３に，企業はキープレイヤーであり，法令遵守はもとより，とくに日

本のような先進国では，サプライ・チェーンを含む公正な調達基準の徹底

などの取り組みを奨励する必要がある。このため，引き続き消費者運動の

活動を期待したい。

第４に，人身取引の節で述べたことであるが，すべての児童労働に関し，

供給（児童労動をする子どもたち）側の問題だけでなく，安価なサービスや労

働提供を求める顧客・消費者の意識啓発など，需要側への対処も不可欠で

ある。

最後に，国際社会で現在重点的に取り組まれている，最悪の形態の児童

労働についての課題にふれる。ILOが定めた野心的な撤廃達成の目標期限２０１６

年まであと３年しかなく，国際社会も最悪の形態の児童労働に重点をおい
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て活動している。有害な業務からの子どもたちの保護は，子どもたちの心

身の健全な発展のために重視されるべきことは当然であろう。しかし，こ

の形態の児童労働については，人身取引，子ども兵の取り組み例をみても

わかるように，一括りでとらえることは適当でなく，形態別のアプローチ

が必要である。また，最悪の形態の児童労働が増加している１５～１７歳の年

齢層は，通常の労働は就業可能であるので，撤廃には若年雇用問題への取

り組みが不可欠である。とくに職業訓練に取り組む必要が大きいことを指

摘しておきたい（３４）。

〔注〕
�１ 中核的国際労働基準とは，�結社の自由及び団体交渉権の効果的な確認（ILO条約
第８７号および第９８号），�強制労働の禁止（ILO条約第２９号および第１０５号），�児童
労働の禁止（ILO条約第１３８号および第１８２号）および�雇用・職業上の差別撤廃（ILO
条約第１００号および第１１１号）である。

�２ URL は，http://www.ucw−project.org／である。
�３ IPECの URL は，http://www.ilo.org/ipec/lang--en/index.htm#a２である。
�４ 社会開発サミットで採択された「コペンハーゲン宣言及び行動計画」日本語訳版
については，http://www.unic.or.jp/centre/txt/summit.txtを参照。
�５ ミレニアム・サミットで採択されたミレニアム宣言の日本語訳版は http://www.

mofa.go.jp/mofaj/kaidan/kiroku/s_mori/arc_００/m_summit/sengen.htmlを参照。
�６ サミットの成果文書は，第６０回国連総会決議 A/RES/６０/１であり，日本語訳版は

http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/unsokai/pdfs/０５０９１６_seika.pdf を参照。
�７ 国連人権理事会文書 A/HRC/１９/５９/Add.５を参照。
�８ http://www.unhchr.ch/huridocda/huridoca.nsf／（symbol）／a.conf.１５７.２３.enを参照。
�９ 第４８回国連総会決議 A/RES/４８/１４１。初代の人権高等弁務官は１９９４年２月に任命さ
れた。

�１０ ILO Declaration on Fundamental Principles and Rights（http://www.ilo.org/
declaration/thedeclaration/textdeclaration/lang--en/index.htm）.日本語訳版は，http:
//www.ilo.org/public/japanese/region/asro/tokyo/standards/declaration.htmを参照。
�１１ ディーセント・ワークの意味は，次の２つの表現で言い表せる。ひとつは，自由，
公平，保障および人間の尊厳を基本としている生産的な仕事であることである。こ
れらの原則は，１９４４年の「ILOフィラデルフィア宣言」にすでに盛り込まれている。
２つ目は，権利が保障され，十分な収入を得，適切な社会保護のある，そして社会
対話（労使対話）のある生産的で生きがいのある仕事であることである。ディーセ
ント・ワークは，４つの戦略目標で構成され，それらをきわめて簡略に表すと，雇
用促進，権利確保，社会保護および労使対話・三者構成主義である。ジェンダーは
すべてにかかわる横断的な課題と理解されている。
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�１２ 第６６回国連総会決議 A/RES/６６/１４１。
�１３ 中核的労働基準８条約のことである。
�１４ ２０１１年版については OECD［２０１１］を参照。日本語訳文は，http://www.mofa.go.

jp/mofaj/gaiko/csr/pdfs/takoku_ho.pdf で閲覧できる。
�１５ http://www.ilsa.org/jessup/jessup０６/basicmats/ILOconv.docを参照。日本語訳版
は，http : www.ilo.org/public/japanese/region/asro/tokyo/downloads/multi２００７.pdf
で閲覧できる。

�１６ 国連人権理事会文書 A/HRC/８/５である。Ruggie［２００８］を参照。
�１７ 国連人権理事会文書 A/HRC/１７/３１である。Ruggie［２０１１］を参照。
�１８ UN “The Corporate Responsibility to Respect Human Rights, An Interpretive guide
２０１１” p.８．
�１９ http://supply−chain.unglobalcompact.org／を参照。
�２０ ILOのプレスリリース２０１０年５月７日（http://www.ilo.org/global/about−the−ilo/

press−and−media−centre/news/WCMS_１２６８４０/lang--en/index.htm）を参照。
�２１ ILO “Prevention and Elimination of Child Labour in Global Supply Chains : the Soccer

Ball Industry in Pakistan − CSR Case Study”２０１０. http://www.ilo.org/ipecinfo/product/
viewProduct.do?productId=１４３５６.

�２２ 外務省作成の，欧州安全保障協力機構（Organization for Security and Co−operation
in Europe）の概要ページ（http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/osce/gaiyo.html）を参
照。

�２３ 第２７回国連特別総会決議 A/RES/S―２７/２（A world fit for children）。
�２４ 直近の２０１１年１２月第６６回国連総会決議（A/RES／６６／１４１）では，撤廃への具体的行
動の要請と工程表を含むハーグ会議の留意が盛り込まれている。

�２５ 国際機関としては ILO，世界銀行，ユニセフ，ユネスコ，UNDPの５機関および
Education for All Fast Track Initiativeの１国際機関プログラム，市民社会組織として
グローバル・マーチおよび教育インターナショナルの２団体ならびにオランダ政府
がメンバーである。

�２６ MDGs国連首脳会議成果文書日本語訳版は以下のサイトを参照，http://www.mofa.
go.jp/mofaj/gaiko/unsokai/pdfs/６５_mdgs_sksb.pdf。
�２７ 最新の国連事務総長報告（２０１２年）は A/６７/２６１，決議（第６７回総会）は，A/RES/
６７/１４５を参照。国連総会第６７回でも同種の決議の採択が予想される。
�２８ A/RES/６４/２９３を参照。
�２９ ホームページは，http://www.ungift.org/knowledgehub/en/about/index.htmlであ
る。

�３０ Disarmament, Demobilization and Reintegration（DDR）については，UN
Department of PKO, Office of Rule of Law and Security Institutions［２０１０］を参照の
こと。

�３１ 人権理事会文書 A/HRC/１８/３８を参照。
�３２ 安全保障理事会文書（S/２０１０/３６９）である（United Nations Security Council
［２０１０］）。
�３３ 国際刑事裁判所プレスリリース２０１２年３月１４日（http://www.icc−cpi.int/en_menus/
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icc/press％２０and％２０media/press％２０releases/Pages/pr７７６．aspx）を参照。同２０１２
年７月１０日（http://www.icc−cpi.int/en_menus/icc/press％２０and％２０media/press
％２０releases/Pages/pr８２４.aspx）を参照。
�３４ 児童労働の根本原因である貧困について，その対策として親のディーセント・ワー
クが課題であることはいうまでもないが，紙数の制約もあり，ふれていないことを
付記する。
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